
介護保険法等の一部を改正する法律案の施行  
（10月施行分）に伴う介護報酬改定について  

【改正の内容】  

○ 在宅と施設の利用者負担の公平性、介護保険給付と年金給付の調薬の観点  

から、低所得者に配慮しつつ、介護保険施設などにおける居住費、食費を保険  

給付の対象外とする。（平成17年10月1日施行）  

○ 介護保険三施設（短期入所含む）における居住費（滞在費）及び食費、通所系   
サービスにおける食費は、保険給付の対象外とする。  

（介護保険法第41条第4項第2号、第48条第2項、第53条第2項等）  

く居住費〉 居住環境の違い（①ユニット型個室、②ユニット型準個室、③従来  

型個室、④多床室）を考慮しつつ、保険給付の対象外とする。  

く食 費〉 基本食事サービス費は廃止する。これに伴い、短期入所の介護報酬  

に含まれる食費についても保険給付の対象外とする。また、適所介護  

及び適所リハビリテーションにおける食事提供加算は廃止する。  
ただし、給食管理業務を含めた栄養管理業務については、その在り  

方を見直した上で、これを適切に評価する観点から、引き続き保険給  

付の対象とする。  

介護給付費分科会における審議事項  
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1 Ⅰ．居住費（滞在費）を保険給付の対象外とすることに伴う介護報酬の見直し：  
（1）施設介護サービス費  

（2）居宅介護（支援）サービス費（短期入所生活・療養介護）   
l  

1  

1  

Ⅱ．基本食事サービス費の廃止に伴う介護報酬の見直し  
l  

l  

l  

Ⅲ．ItⅡに伴うその他事項の見直し  
・施設の設備・運営基準 等  

l  
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（参考）  

介護給付費分科会の審議事項  

ビス費の報酬  ①施設介護サー   

改正後の介護保険法  

；（施設介護サービス費の支給）  

こ第48条 略 l  

；2 施設介護サービス費の額は、施設サービスの種類ごとに、要介護状態区分、当該施設サー‡  
l ビスの種類に係る指定施設サービス等を行う介護保険施設の所在する地域等を勘案して算定：  

l  

される当該指定施設サービス等に要する平均的な費用（食事 の提供に要する費用、居住に要：  
1  

する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く∩）の額を町  

案して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定施設サー；  

ビス等に要した費用の額を超えるときは、当該現に指定施設サービス等に要した費用の額と：                                                                                                                                                                l  
l  

する。）の百分の九十に相当する額とする。  

3 生働ま項の茶準を宥めよラとするとき－ま、あらかじめ杜余保障審議会の窟  
を聴かなければならない∩  I  

t  

l  

＿＿ ＿ ＿＿ ＿＿－＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿ － ＿ ＿」  

l  

I＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ 一 一 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 一 一 一 － － － － － － － － － －  

②居宅介護サービス章、牒  
※適所介護、適所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護  

改正後の介護保険法  

（居宅介護サービス費の支給）  

：第41条 略 I  

；2．3 略  
】  

当該各号に定：  …4 居宅介護サービス費の額軋  居宅サービスの区分に応じ  次の各号に掲げる  

める額とする。  
l  

一 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテ ーション、居宅療養管理指導、通：  
l  暮  

所介乱適所り 

当該居宅サービスの種類に係る指定居宅サービスの内容、当該指定居宅サービスの事業を：                                                                                                                                                                        】  
当該指定居宅サービスに要する平均的  ： 行う事業所の所在する地域等を勘案して算定される  

≡  な費用（適所介護及び通所リハビリテーションに要する着用については、食事の提供に  

する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を紺 の額を：                                                                                                                                                                         l  

勘案して が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定居宅童  
l  l  

サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に指定居宅サービスに要した費用の額：  
I  

とする。）の百分の九十に相当する額  
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短期入所生活介護、短期入所療養介護、認知症対応型共同生活介護及び特定施設入所者：  

生活介護 これらの居宅サービスの種類ごとに、要介護状態区分、当該居宅サービスの種： 】  

類に係る指定居宅サービスの事業を行う事業所の所在する地域等を勘案して算定される当： ＋l  

該指定居宅サービスに要する平均的な費用（食事の提供に要する費用、滞在に要する費用：  
l その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く」の額を妙案して：  

I 

l  

I  

に要した費用の額を超えるときは、当該現に指定居宅サービスに要した費用の額とする。）  
l  

1  

1  

1  

墜、あらかじめ社会保障審議会の：  
t  

l  1  

1  

1  

1  

1  

1  1  1  1  

1  

1  

l  

l  

の百分の九十に相当する額  
l  

：5 厚生労働大臣は、前項各号騨  

意見を聴かなければならない。  

l  

：（居宅支援サービス費の支給）  
l  

：第53条 略  

；2 居宅支援サービス費の額は、次の各号に掲げる居宅サービスの区分に応じ、当該各号に定‡ l  
l  、t ＿′」j■コニ1  L・イ  

l  

める額とする。  

一 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通：                                                                                                                                                                        ＋l  

三  所介護、適所り′ハビリテーション及び福祉用具貸与 これらの居宅サービスの種類ごとに、三  
l 当該居宅サービスの種類に係る指定居宅サービスの内容、当該指定居宅サービスの事業を：  

， ： 行う事業所の所在する地域等を勘案  に要する平均的：  して算定される当該指定居宅サービス   

な費用（適所介護及び適所リハビリテーションに要する費用については、食事の提供に要L  
l   

する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を： 】  
生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定居宅： l  

サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に指定居宅サービスに要した費用の額：                                                                                                                                                                         】  
l  

とする。）の百分の九十に相当する額  

l 短期入所生活介護、短期入所療養介護、認知症対応型共同生活介護及び特定施設入所者：  

‡ 生活介護 これらの居宅サービスの種類ごとに、要介護状態区分、当該居宅サービスの種；  
I 

l  

こ  類に係る指定居宅サービスの事業を行う事業所の所在する地域等を勘案して算定される呈：  
I l  

該指定居宅サービスに要する平均的な費用（食事の提供』．零す奇骨軋滞在に零する常用：  

その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く」の額を勘案して：                                                                                                                                                                        l  

働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定居宅サービス；  

； に要した費用の額を超えるときは、当該現に指定居宅サービスに要した費用の額とする0）  
l  

l  

l  

l  

皇、あらかじめ社会保障審 
l  

I  

l  l  l  l  l  

】  
の百分の九十に相当する額  

l  

：3 厚生労働大臣は、前項各号の基準を定めよう  
l  

：意見を聴かなければならない。 l  
l  l  I  
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Ⅰ 居住費（滞在妻）を保険給付の対象外とすることに伴う   

介護報酬の見直し  

（1）施設介護サービス費  

〈見直し案〉  

○介護保険三施設の施設介護サービス真については、「居住に要する責用」を   

除いた報酬水準として設定するものとし、報酬類型については、居住環境   

の違いを考慮し、三施設それぞれについて、①ユニット型個室、②ユニッ   

ト型準個室、③従来型個室、④多床室の4類型を設けることとすることが   

考えられるがどうか。  

く介護老人福祉施設〉  

ユニット型個室  

介護老人福祉施設  

（小規模生活単位型）  ユニット型準個室  

介護老人福祉施設   

（従来型）  

従来型個室  

く介護老人保健施設〉  

く介護療養型医療施設〉  ユニット型個室  

ユニット型準個室  

介護老人保健施設  

介護療養型医療施設  

従来型個室   
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○保険給付の対象外とする「居住に要する糞用」の範囲・水準については、   

居住環境の違いを考慮し、次のとおりとすることが適当と考えられるがど   

うか。  

室料＋光熱水費相当  

室料＋光熱水費相当  

室料＋光熱水真相当  

光熱水費相当  

6万円／月・人  

5万円／月・人  

5万円／月・人  

1万円／月■人  

①ユニット型個室  

②ユニット型準個室  

③従来型個室  

④多床室  

【居住に要する費用の範囲・考え方】  

○介護事業経営概況調査（※1）のデータや居住系サービスにおける平均的な家   

賃・光熱水嚢等を総合的に勘案して設定  

★介護保険三施設における居住費用  

（単位：円）  

ユニットケア   個室   多床室   

但皇  

介護老人福祉  67．794  3、931   46，248  

施設   減価償却費   49，071   37，688   3皇剋9  

光熱水費   18，723   16，243   

介護老人保健  60，509   52，878  

施設   減価償却責  44，428   38，825  

光熱水費  16，081   14，053   

介護療養型医  63，936   56，483  

療施設   減価償却費  50，827   44，902  

光熱水費  13，109   11，581   

※1 現在集計中の介護事業経営概況調査（平成16年10月実施）のうち、居   

住責用についてのみ特別に集計したもの。（速報値であり、数字は精査中）  

※2 介護老人福祉施設については国庫負担補助取り崩しを除かない分  

※3 減価償却責、光熱水真には食事サービス部門を含んでいる。  

－5－   



★居住系サービスにおける利用者負担（厚生労働省調べ）  

厚生労働省調べ  

有料老人ホーム  合計19万円程度  

利用料（管理費＋食費）   約17万円  

介護サービス利用者負担  約2万円（要介護度3）  

合計10～14万円程度  ケア′ヽウス  

食材料費、光熱水費  
事務費  
管理費  
介護サービス利用者負担  

約4．5万円  
平均2．3万円  

1■－5万円  

約2万円（要介護度3）  

合計11万円程度  
認知症高齢者グループホーム  

家 賃  
光熱水費  
食材料費  
介害隻サービス利用者負担  

約3．6万円  
約1．2万円  
約3．4万円  

約2．5万円（要介護度3）  

（注）有料老人ホームの貴用の支払い方法については、入居時に一時金を取る場合と取らない場  
合があり、一時金を取る場合であっても、一時金の額と月額利用料の配分、居室当たりの面  
積、サービス内容なども様々である。   

★家計に占める光熱水費（平成15年 家計調査）  

○ 高齢者世帯1人1月当たり消費支出（光熱・水道）  

15，089円（月額）／1．59人（世帯人員）＝9．490円  

bol由Witb．Tl：E且亡ed〕Yearl‘Ⅴ且▼8raE8 0f MontIllY R巳Ceit）t5 amdDl芦bⅦrβemen【5 ⅦeT HDl芯eh□1d bvEmこIloYmenI∈；ta   
平成ほ年  
20【I3  

世＃主が60虔   
以上の世帯  

Eou】鴫holdhtld  
馴陀d引い円弧＝  

Lれdd▼色T  

無職l萱帯  

No・  

DttⅦロ■ti山九ゴ  

h¢≠⊆色10u■  

1帥発着t竺帯  

lV8rl色ri  

無職世帯  

刀0・  

ot－Ⅷ■tl〔肌i  
l01kゝ01dl  

納声i書以外の    世帯 0血t＝10t■1■1】   色工亡1u皿九■  

哨    巳  

世  帯  数 ・分  布（抽出ま：訓髪）  
集  計  世  帯  数  

3－うア5  

l，344  
寧，2川  1，2き2  1，TO∋  もZ与毒  

∂，一拍  565  748  Z，0王ぢ  

2．1之  Z．亨8  2．6之  1．珊   

D＿7T  l－53  1＿30  0＿Z2   
69＿5  6d＿Z  68＿2  7t＿3   
85＿0  7t‡．4  3乙5  84－2  
】4＿5  20．4  丁．3  15＿A  

801，056  ≡i33，2ZA  

き8Z，Z62  柑○，tほ  

801，056  S3さ，22▲  

335，551  292，9部  

ヰ，60ヨ  

＜  

t5．3  

■
■
8
4
3
2
 
 

－
、
－
▲
u
 
．
．
 
 
 

●
 
－
3
3
｛
■
 
 

1
∩
）
7
8
1
 
 

世  ；雫  主  の  茸 l鯨（鐘）  
持  真  率（サり  
豪綾・地代奄支lムっている世帯の童l合（％）  

収  入  巳  雷欒   

実  収  入  
支  出  一宏  鱈   

ま：  支  出  

消  麹  支  出  

先   軽       水   道  

480，9Z3  

tT8，∂享ヰ  

490，9Z5  

21）9，2（；フ   

202，38且  tg2．284  28し9G9    26l，961  212，一台0  

柑，8寧7  Zl，亨3守  一G，川1   

8，Z39  10，51も  7．063   
5，150  5．ほ毛  d，43止   

し1G9  1．202  1，一別）  

2；〉3，1（lな  

17，6」特   

丁，S6ひ   

ム6含丁   

1，1g8  1，080  
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く見直しに伴い必要となる調整事項〉  

①介護老人福祉施設については、現行の報酬体系において、ユニット型個室に適  
l  

l 用される「小規模生活単位型介護福祉施設サービス費」という類型が平成15：  
1  

1 年4月に創設されているが、当該報酬水準の設定に当たっては、既に居住貴用：  
l  

が一部除外されているため、これを踏まえて設定することが考えられるがどう  

か。  ／  

②介護療養型医療施設については、現行の報酬体系において、特別な室料を徴収  

言 している場合には減算される仕組み（療養環境減算）となっているが、特別な；  
l  

l  

病室に限らず室料については入所者の自己負担とするため、当該仕組みは、原；  
I  

則廃止することが考えられるがどうか。  
I  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

③現行の「小規模単位型介護福祉施設サービス責」においては、低所得者の利用  
l  

l  

者負担軽減の観点から加算が設けられているが、改正後の介護保険法において；  

「特定入所者介護サービス費」が創設されることに伴い、当該加算については  

廃止することが考えられるがどうか。  

④従来型個室の報酬の適用については、現行の特別な室料にかかる基準や実態等  
l  

l  

：を踏まえ、一定の場合に経過措置を講ずることが考えられるがどうか。  
t  

l  

l  

l  

1  

1  

l ■■－－■■■一■■■－■■－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■－－－－－－－－－■－－－－■■一一－－■■●●■－－－■■■  

ー7－   



（2）居宅介護（支援）サービス貴（短期入所生活・療養介護）  

〈見直し案〉  

○短期入所サービスの介護報酬については、施設サービス費と同様、「滞在に   

要する費用」を除いた報酬水準として設定するものとし、報酬類型につい   

ては、居住環境の違いを考慮し、短期入所生活介護、短期入所療養介護そ   
れぞれについて、①ユニット型個室、②ユニット型準個室、③従来型個室、   

④多床室の4類型を設けることが考えられるがどうか。  

く短期入所生活介護〉  

ユニット型個室  

短期入所生活介護  

（小規模生活単位型）  ユニット型準個室  

短期入所生活介護   

（従来型）  

従来型個室  

く短期入所療養介護〉  

ユニット型個室  

ユニット型準個室  

短期入所療養介護  

従来型個室   
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○保険給付の対象外とする「滞在に要する費用」の範囲・水準については、   

施設サービス費と同様とすることが考えられるがどうか。  

室料＋光熱水草相当 ．′‥、、円／日・人  

室料＋光熱水費相当／ ＼円／日・人  

室料＋光熱水草相当 ミ  ：円／日・人  
l  

光熱水真相当  
I  

＼／円／日・人  
I l  

＼   ′  

ヽ  ′   

（Dユニット型個室  

②ユニット型準個室  

③従来型個室  

④多床室  

1  

施設サービス費を日割リ  
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Ⅱ 基本食事サービス貴の廃止に伴う介護報酬の見直し  

○介護保険法等の一部を改正する法律案により、従来の基本食事サービス費は   

廃止することとしているが、栄養管理は引き続き保険給付の対象となる。  

○その際、栄養管理の評価を行うに当たっては、管理栄養士等の配置に主眼を   

おいた現行の評価の在り方を見直し、個々の入所者の栄養状態、健康状態に   

着目した栄養管理を評価することが考えられるがどうか。  

1．現行の基本食事サービス真の構造  

○ 現行、介護保険施設が行う食事の提供については、介護報酬上、基本食事サー   

ビス責として、1日につき2，120円の評価を行っているところである。  

○ 今般、介護保険法等の一部を改正する法律案により、従来の基本食事サービス   

費を廃止し、   

① 食材料費及び調理コストは利用者負担に、   

② 栄養管理については、評価の在り方を見直しつつ、保険給付の対象に   

することとしている。  

（参考）  

基本食事サービス責  

2，120円／日  

qただし慧管理につ  
いては別途評価）  

標準負担額（780円／日）  

（※）  

※低所得者の場合   

市町村民税世帯非課税者等（500円／日）   

老齢福祉年金受給者等（300円／日）  

2．栄養管理の評価について  

（1）要介護状態にある高齢者の栄養状態   

厚生省老人保健事業推進等補助金研究「高齢者の栄養管理サービスに関する研   

究報告書」（1996－1999）等によると、要介護状態にある高齢者には、低栄養状   

態が高い割合でみられることが明らかになっている。  

－10－   



lllllllllll■  ■  ■－ 111■lll■  ■  －  ■  －  ■  ■ lll1－  ●l■ 1－  ■  t■ lll1－  ■ ll■■l■  ■  －  ■  ■■l■  ■  ■■  － 1■l■l■  ■  ■  ■■－  ■  ■  

（参考）高齢者施設における低栄養の状況について  

1  

0低栄養状態の定義  
l  

人が生命を維持し生活活動を営むには、生存するのに重要なたんばく質と活動するためのエ  

ネルギーの補給が生涯にわたって行われなければならないが、このたんばく質とエネルギー  

の欠乏した状態が たんばく質・エネルギー低栄養状態である。  

l  

I  

l  

l  

l  

t  

1  

1  

t  

l  

男性I  
t  

】  

1  

1  

l  

50  

I  

1  

1 40 
1  

1 30 
1  

1  

1 20 
1  

I lo 
l  

入院   

（n＝1048）  

在宅療養  外来  人間ドック   

（n＝179）  （n＝268）  （n＝1055）  

l  

l  

l  

1  

1  

1  

l  

■  ■■  ■■  ■■■l  ■■  －  ■  ■  ■llllll■  ■  ■  －  ■  ■■  －  ■  ■  ■  ■  －  ■■  ■  ■■  ■  ■  ■  ■  ■  ■  －  ■■■■  ■  －  －  ■  
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（2）介護保険施設における栄養管理の現状と課題  

①介護保険施設では、個々の入所者等の栄養状態の把握が不十分なまま、健康な   

人の必要栄養量の基準を一律に適用した食事が提供されがちであるなど、入所   

者等の栄養状態を適切にアセスメントし、その状況に応じて多職種協働により   

栄養ケアに取り組むといった「栄養ケア・マネジメント」が十分lこ行われてこ  

なかった。   

②また、管理栄養士等の業務内容は、給食管理業務（情報収集、計画、在庫管理、   

調理、文章作成等）が全体の6割を占め、栄養ケア業務（栄養スクリーニング、   

栄養アセスメント、栄養ケア計画の作成等）は3割程度という実態も指摘され   

ている（出典：病棟における栄養ケアtマネジメント業務に関する研究 20  

03年 杉山ら）。  

（3）栄養管理の評価の在り方  

①「栄養ケア・マネジメント」について  

○高齢者の低栄養状態等の予防・改善を図ることは、要介護状態の予防及び重度   

化防止に寄与するものである。今後の介護保険施設における栄養管理は、以下   

に示すような「栄養ケア・マネジメント」の手順に沿って実施されるべきでは   

ないか。また、そのような栄養ケアを行った施設を評価すべきではないか。  
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l  

（参考）「栄養ケア・マネジメント」の手順  

l  

l（D入所者等に対して、栄養スクリーニングを実施し、低栄養等のリスクのある者l  
lを把握する。 l  

②スクリーニングにおいて問題ありとされた者について、詳細なアセスメントを  

実施し、個々の入所者等に最適な栄養ケア計画を策定する。  ：③栄養ケア計画に基づいて、入所者等の個別性に対応した食事の提供や、経腸栄：  
l 養法あるいは静脈栄養法による栄養補給を行うとともに、栄養食手指導、多職l  
l 種協働による栄養問題への取組等を行う。  l  

l④栄養ケア計画に基づき、定期的にモニタリングを行い、一定期間後に栄養状態1  
1 等について再評価を行う。  l  

⑤栄養ケアを効率的・効果的に実施していくために、多職種協働による実施体制   
を整える。  ．  

tこ＿j互′し■qリ’q ：⑥施設全体の総合的な評価を行い、「栄養ケア・マネジメント」の質の改善を継続：  
l 的に実施する。  
1  

1  

l  

l   （1997 厚生省老人保健事業推進等補助金研究「高齢者の栄養管理サービスに関する研究報告書」より一部改変）1  

1  l  

－  ■ l■l■■ l■l1－  －  ■ ■■■■  －  －  －  ■ ■ll■ ■  ■■ll■1 －  ■  ■■  ■  ■ －  ■  －  ■  ■■ －■  ■ ■  ■lllll■ ■  ■llll■  ■ t■  ■  ■  －  
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O「栄養ケア・マネジメント」の体制のもとで、個別サービスとしての食事の   

栄養の管理が問われることとなれば、個別の栄養アセスメント、栄養ケア計   

画、モニタリングの実施により、利用者の身体の状況、栄養状態の改善等と   
いった観点からの必要な記録が行われることとなる。これにより、これまで   

集団的な給食管理のために作成してきた帳票の作成は削減可能となる。  

○なお、上記のような「栄養ケア・マネジメント」を実施するためには、あら   

たに管理栄養士の配置や「栄養ケア・マネジメント」の実務にかかる研修等   

の準備期間が必要な施設もあり、また、小規模施設等においては管理栄養士   

の確保が困難な場合があることから、施設の栄養管理を行う管理栄養士及び   

栄養士の配置については、いわゆる体制加算として引き続き報酬上評価して   

はどうか。  

②特別食加算について   

疾病治療の手段として、医師の指示により提供された腎臓食、肝臓食、糖尿食、   

胃潰癌食、貧血食、膵臓食、高脂血症食、痛風食等が提供された場合について   

は、特別食として報酬の加算が認められている。これら治療食の提供について   

は、引き続き報酬上評価すべきではないか。  

③「口から食べること」についての評価   

○高齢者にとって、「口から食べること」は、活力の源であり、高齢者の楽しみ   

や 生き甲斐の上からも重要である。経菅栄養を実施している高齢者に対して、   

経口摂取への移行の可能性に関する評価を適切に行い、移行計画を策定し、経   

口摂取を可能とした場合等を、評価すべきではないか。   

○併せて、「経菅栄養のための濃厚流動食」が特別食加算の対象となっているこ   

とについて、経口栄養を進める観点から、見直すべきではないか。  
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